
５．土木局 道路課
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◎ 分掌事務
・ 道路の計画及び整備に関すること。（他部課の主管に属するものを除く。）

道路課長 課長補佐 総括主査兼事業調整係長
(事業調整)

主査(予算)

課長補佐 道路計画係長
(道路計画・企画)

主査(雪寒・防災)

主査(環境)

道路企画係長

高速道･市町村道 課長補佐 道路技術係長
担当課長 (道路技術)

主査(電気)

課長補佐 高速道係長
(高速道・市町村道)

市町村道係長
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◎ 道路課の施策

【課の方針】
広域分散型の地域構造を有し、人流や物流の大半を自動車交通に依存している本道において、

道民生活や経済活動を支える幹線交通ネットワークの形成や、安全で快適な都市内交通環境など
を支える地域交通ネットワークの形成を図るため、高規格道路などの整備促進や道道や市町村道
の整備に向けた様々な取組を推進する。

施策名 道路交通ネットワークの形成
概 要
・高規格道路網の早期形成と機能強化を促進
・物流や地域医療などを支える広域的な道路交通ネットワークの形成
・安全で快適な都市内交通環境の整備、冬期における交通環境の充実など、地域における円
滑な交通ネットワークの形成

施策名 安全・安心な道路交通環境の確保
概 要
・集中豪雨や豪雪、地震、津波等の自然災害に対応するため、道路施設の総合的な防災対策
を推進し、住民の生命・財産を守り、国土の保全を図る

・緊急輸送道路・避難路の整備を推進
・「北海道橋梁長寿命化修繕計画」等に基づき、橋梁をはじめとする道路施設の修繕・更新を
実施し、ライフサイクルコストを縮減するとともに、安全で円滑な道路交通の確保を図る

・通学路等における交通安全確保や事故危険箇所対策の推進

◇高規格道路の開通状況（令和４年３月末現在）
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予算事業名 道路事業調査費・道路計画調査費（昭和２８年度（１９５３年度）～）投資単独・公共

事業の目的 道路整備を進めていくための事前調査を行う事業。

事業の概要 １ 新規事業箇所事前調査
新規事業実施に向けた事前調査

２ 冬期道路調査
冬期間の道路に関する現況調査

３ 道路現況調査
道路計画策定の基礎となる道路現況調査

４ 地域高規格道路に関する調査
（１）調査区間指定に向けた図上設計等
（２）調査区間に指定された区間の整備区間指定に向けた概略設計・地質調査等

予 算 額 ・道路事業調査費 １２８,５００千円 （④ １２８,５００千円）
・道路計画調査費 ３,０００千円 （④ ３,０００千円）

連 絡 先 道路企画係 【内線29-213】

摘 要 【補助事業名】 道路調査費補助 【補助率】１/３
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予算事業名 道路交通安全施設費 （昭和４１年度（１９６６年度）～）公共・投資単独

事業の目的 交通事故が多発している道路、その他緊急に安全を確保する必要がある道路の交通環境
の改善を行う事業。

事業の概要 １ 自転車歩行者道の整備 歩行者道、自転車歩行者道の整備
２ 交差点改良 交差点の拡幅等改良整備
３ 中央帯の設置 車道に中央帯を設置
４ 視距改良 見通しの悪い道路の線形改良
５ 路肩改良 路肩を拡幅し、防護柵を設置
６ 道路照明の設置
７ 道路標識の設置
８ 簡易パーキング 簡易駐車場の整備

予 算 額 ・公 共 ４,２４８,０００千円 （④ ４,２３１,０００千円）
・投資単独 ３,５２９,９００千円 （④ ７,５５９,７３０千円）
投資単独事業には防災・安全交付金を含む。

※防災・安全交付金（平成２４年度～）
・地方公共団体が実施する国民の命と暮らしを守るインフラ再構築、生活空間の確保
に資する事業に特化した防災・安全交付金により、地震・津波や頻発する風水害・
土砂災害に対する事前防災・減災対策、老朽化した社会資本等の総点検の実施、長
寿命化等戦略的維持管理・更新の実施、通学路対策等について、総合的に支援を実
施する。

連 絡 先 道路企画係【内線29-213】
主査(環境)【内線29-220】
道路技術係【内線29-268】

摘 要 【補助事業名】 道路交通安全施設等整備事業費補助 【補助率】6/10
【交付金事業名】 防災・安全交付金 【交付率】6/10
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予算事業名 道路局部改良費 公共・投資単独

事業の目的 雪崩や地吹雪、路面凍結の発生により危険が生じたり、自動車交通が不能となる箇所等
に防雪施設の設置を行う事業。
凍上や融雪のため交通荷重により路盤が破壊されることを防ぐため、路盤の入れ替え、

嵩上げ等の路盤改良、堆雪幅の確保を行う事業。

事業の概要 １ 路盤改良～凍上対策のための路盤の入れ替え
２ 防雪施設～防雪柵、雪崩予防施設、消融雪施設等の設置

予 算 額 ・公 共 ６２１,０００千円 （④ ７２５,０００千円）
・投資単独 ５,６９７,８００千円 （④ ４,８８０,０２８千円）
投資単独事業には防災・安全交付金を含む。

※防災・安全交付金（平成２４年度～）
・地方公共団体が実施する国民の命と暮らしを守るインフラ再構築、生活空間の確
保に資する事業に特化した防災・安全交付金により、地震・津波や頻発する風水
害・土砂災害に対する事前防災・減災対策、老朽化した社会資本等の総点検の実
施、長寿命化等戦略的維持管理・更新の実施、通学路対策等について、総合的に
支援を実施する。

連 絡 先 道 路 計 画 係 【内線29-218】
主査(雪寒・防災) 【内線29-217】
道 路 技 術 係 【内線29-268】

摘 要 【交付金事業名】 防災・安全交付金 【交付率】6.12/10
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予算事業名 道路改築費 （昭和２６年度（１９５１年度）～）公共・投資単独

事業の目的 現道の拡幅や線形改良など隘路区間の解消や橋梁の整備などを行う事業。
斜面またはトンネル、橋梁等における危険な兆候をきたしている箇所で、災害の発生を

未然に防ぐための事業。

事業の概要 １ 道路改良
現道の拡幅や線形改良またはバイパス等の建設

２ 橋梁整備
隘路となっている橋梁の拡幅や架替など

３ 斜面対策工
崩壊の危険がある斜面への対策工や地すべり対策工

４ 道路メンテナンス
長寿命化修繕計画に基づく橋梁やトンネル等の修繕・更新など

５ 無電柱化
緊急輸送道路や安全で円滑な歩行空間の確保などに資する道路の無電柱化

６ 踏切道改良
踏切道改良促進法に基づき指定された踏切道の立体交差化や拡幅等の対策

など

予 算 額 ・公 共 ２２,５５６,０８０千円 （④ ２２,７５３,０２２千円）
・投資単独 １３,６２８,５００千円 （④ １４,１８４,５００千円）
投資単独事業には、社会資本整備総合交付金及び防災・安全交付金を含む。

※社会資本整備総合交付金（平成２２年度～）
・地方公共団体が行う道路を中心とした社会資本の整備その他の取組を支援すること
により、交通の安全の確保とその円滑化、経済基盤の強化、生活環境の保全、都市
環境の改善及び国土の保全と開発並びに住生活の安定の確保及び向上を図ることを
目的とする。

※防災・安全交付金（平成２４年度～）
・地方公共団体が実施する国民の命と暮らしを守るインフラ再構築、生活空間の確保
に資する事業に特化した防災・安全交付金により、地震・津波や頻発する風水害・
土砂災害に対する事前防災・減災対策、老朽化した社会資本等の総点検の実施、長
寿命化等戦略的維持管理・更新の実施、通学路対策等について、総合的に支援を実
施する。

連 絡 先 道 路 企 画 係 【内線29-213】
道 路 計 画 係 【内線29-218】
主査(雪寒・防災) 【内線29-217】
主 査 ( 環 境 ) 【内線29-220】
道 路 技 術 係 【内線29-268】

摘 要 【補助事業名】 地域連携道路事業費補助 【補助率】 5/10, 6/10
道路更新防災等対策事業費補助 【補助率】 6/10
無電柱化推進事業費補助 【補助率】 6/10
交通連携道路事業費補助 【補助率】 6/10

【交付金事業名】 社会資本整備総合交付金 【交付率】 5/10, 6/10
防災・安全交付金 【交付率】 6/10
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予算事業名 特定道路事業交付金 （平成２２年度（２０１０年度）～）公共

事業の目的 道路の改築や橋梁の整備などを行う事業。

事業の概要 国土交通大臣が指定し実施している開発道路に係る直轄事業を「道州制特別区域におけ
る広域行政の推進に関する法律」により北海道が実施する事業。

予 算 額 ３,６３９,０００千円 （④ ３,４６７,０００千円）

連 絡 先 道路企画係 【内線29-213】
道路計画係 【内線29-218】
道路技術係 【内線29-268】

摘 要 【交付金事業名】 特定道路事業交付金 【交付率】8/10


